
 

様式10－１ 

監査の結果に係る措置通知書 

 

監査対象部局 
 総合政策部 政策企画課 

（いわきアカデミア推進協議会負担金） 

監 査 の 種 類  令和７年度 行政監査（７監第101号 令和８年３月27日報告） 

措置を講じた者  いわき市長 

通知を受けた日  令和８年６月 15 日 

 

指摘一覧 措置通知日 

是正改善を要する事項 

 
１ 団体と市の事務の明確化について 

施設の使用申請を、協議会ではなく市が行っている事例が見受けられた。 

令和８年 

６月15日 

意見又は要望とする事項 

 １ 負担金支出及び負担金額算定の根拠について 
令和８年 

６月15日 

 ２ 団体の会計規程等の整備について 
令和８年 

６月15日 

 ３ 立替払いについて 
令和８年 

６月15日 
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是正改善を要する事項 措置した内容等 

１ 団体と市の事務の明確化について 

  施設の使用申請を、協議会ではなく市が行

っている事例が見受けられた。 

  市と協議会の区別を明確にし、使用者が申

請すべきである。 

 

 

〔指摘事項が発生した原因〕 

 協議会の事務局機能の一部を市が担っており、

市が担当する事業において、市と協議会の主体性

の区分が曖昧になっていたため、これまでの慣例

に基づき、市名義で申請を行っていたものです。 

 

〔是正措置を講じた内容〕 

 令和６年度の施設使用申請であり、施設の使用

から大分期日が経過していることから遡って是

正措置を講じることはできません。 

 

〔改善措置を講じた内容〕 

指摘を受け、令和８年４月７日に、事務局を担

う福島県いわき地方振興局及びいわき商工会議

所の三者で会議を行い、協議会事業として実施す

るものは、いわき商工会議所が協議会名で申請を

行うよう、施設使用の申請方法を見直しました。 

今後、協議会が実施する事業と市が後援する

事業を再確認し、申請書類のみならず、主体を

明確にして事務手続きを進めていくよう事務

局内で周知・徹底を図ってまいります。 
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意見又は要望とする事項 措置した内容 

１ 負担金支出及び負担金額算定の根拠につ

いて 

いわきアカデミア推進協議会設置要綱に

「協議会の活動及び運営に要する経費は、助

成金、負担金、その他の収入をもって充て

る。」とあるが、負担金を支出する構成団体

やその負担金額の算定方法については、当該

要綱や関連文書においても明確にされてい

ない。 

負担金額については、総会で決定されてい

るが、具体的な根拠は明らかにされていな

い。 

団体へ公金を支出するにあたっては、団体

の設立趣旨や目的を踏まえ、構成団体各々の

役割や負担などを明確にすることは基本的

なことであり、要綱や関連文書において、負

担金を支出する構成団体やその負担金額の

算定方法について明らかにすべきと考える。 

 

 

 

 

 

 

２ 団体の会計規程等の整備について 

団体の会計や契約等に関する規程等は整

備されていない。明文化されていないが、会

計事務を担当する商工会議所の「金銭出納規

程」に準じて処理をしている。 

  団体事務の責任の所在を明確にするとと

もに、不正やミスを防止する観点から、決裁

や会計に関する事項を規程等において明ら

かにすべきと考える。なお、構成団体の規程

等を準用する場合であっても、その旨を明ら

かにすべきと考える。 

 

 

 

 

 

本協議会は、若者の人材育成・還流という

市の重要政策を推進するために設立されたも

のであり、活動・運営の実質的な中心とな

り、人・場所・資金の面で中核的な役割を担

う団体として、福島県いわき地方振興局、い

わき商工会議所及びいわき市の３団体が設立

当初から事務局を構成し、運営費の一部を負

担金として支出しています。 

産業界やＮＰＯ等の企業・団体について

は、主に見学受入れや講師派遣などの事業に

無償で協力いただいていることから、運営費

負担は求めていません。 

このことから、従来通り、各年度の事業内

容や構成団体等の役割分担を総合的に勘案し

たうえで、総会において協議・決定すること

が団体の設立趣旨に沿った最も適正な手法で

あると判断しました。 

このことから、総会の議決をもって定める

旨を明記するため、令和８年度中に「いわき

アカデミア推進協議会設置要綱」の改正を進

めてまいります。 

 

 

事務局であるいわき商工会議所が会計を担

っていることから、同会議所の金銭出納規程

に準じて処理する旨を明記するため、令和８

年度中に設置要綱の改正を進めてまいりま

す。 
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意見又は要望とする事項 措置した内容 

３ 立替払いについて 

  会場使用料の支払いについて、市の職員が

立替払いを行った事例が見受けられた。 

  立替払いは、経費を一時的に代行する個人

の経済的負担が生じるほか、不正経理のリス

クがあることから、やむを得ず必要となる事

態が想定される場合は、立替払いの取扱いに

ついて、規程等において明らかにすべきと考

える。 

 

 

今回の立替払いの要因となった会場使用申

請については、是正改善措置を講じ、協議会

事業として実施するものは、いわき商工会議

所が協議会名義で行うよう申請方法を見直し

ました。 

今後は、同会議所職員が申請手続きを行う

ため、立替払いが発生する事態は想定されま

せん。 

また、協議会の会計事務全体においても、

ほかに立替払いを要する事例は見込まれませ

ん。 

本協議会の会計に準用している同会議所の

金銭出納規程に立替払いの規定はありません

が、今後の発生が想定されないことから、規

程の追加や新設は行いません。 
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様式10－１ 

監査の結果に係る措置通知書 

 

監査対象部局 
 総合政策部 創生推進課 

（IWAKI ふるさと誘致センター負担金） 

監 査 の 種 類  令和７年度 行政監査（７監第101号 令和８年３月27日報告） 

措置を講じた者  いわき市長 

通知を受けた日  令和８年６月 15 日 

 

指摘一覧 措置通知日 

意見又は要望とする事項 

 １ 負担金支出及び負担金額算定の根拠について 
令和８年 

６月15日 

 ２ 団体の会計規程等の整備について 
令和８年 

６月15日 
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意見又は要望とする事項 措置した内容 

１ 負担金支出及び負担金額算定の根拠につ

いて 

IWAKIふるさと誘致センター規約に「本セ

ンターの活動および運営に要する経費は、助

成金、負担金、その他の収入をもって充て

る。」とあるが、負担金を支出する構成団体

やその負担金額の算定方法について、当該規

約や関連文書においても明確にされていな

い。 

  負担金額については、総会で決定されてい

るが、具体的な根拠は明らかにされていな

い。 

団体へ公金を支出するにあたっては、団体

の設立趣旨や目的を踏まえ、構成団体各々の

役割や負担などを明確にすることは基本的

なことであり、規約や関連文書において、負

担金を支出する構成団体やその負担金額の

算定方法について明らかにすべきと考える。 

 

 

 

２ 団体の会計規程等の整備について 

団体の会計や契約等に関する規程等は整

備されていない。明文化されていないが、会

計事務を担当する構成団体の職務権限に準

じて処理をしている。 

  団体事務の責任の所在を明確にするとと

もに、不正やミスを防止する観点から、決裁

や会計に関する事項を規程等において明ら

かにすべきと考える。なお、構成団体の規程

等を準用する場合であっても、その旨を明ら

かにすべきと考える。 

 

 

 

負担金を支出する構成団体及びその負担金

額の算定方法の明確化にあたっては、いわき移

住定住支援センター（令和８年名称変更。以下

「本センター」という。）が官民連携の合議体

であることを踏まえると、各年度の事業内容や

構成団体の役割分担等を総合的に勘案した上

で、総会において協議・決定することが、団体

の設立趣旨に沿った最も適正な手法であると

判断しています。 

本センター規約に次のとおり規定を追加し

た改正を令和８年度中に実施いたします。 

「第４条第３項 会員は、本センターの運営に

要する経費について、総会の議決に基づき

負担金を負担する。」 

「第10条第２項 負担金の額及び算定方法は、

本センターの事業内容、役割分担その他の

事情を勘案し、総会の議決をもって定め

る。」 

 

 

団体事務の執行および責任の所在が事務局

にあることを明確にし、また、支出に当たっ

ての決裁の手続きを明確にするため、本セン

ター規約に次のとおり規定を追加した改正を

令和８年度中に実施いたします。 

「第10条第３項 本センターの会計事務及び

契約事務は、事務局において処理する。」 

「第10条第４項 支出に当たっては、事務局

において内容を確認の上、代表幹事又は

その指定する者の決裁を受けるものとす

る。」 

なお、事業毎に構成団体の会計事務等を踏

まえた上で対応することができるよう、特定

の規程の準用は明記しておりませんが、原則

は事務局を担う本市の手続等に準ずるととも

に、本改正による決裁手続の明確化により、
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意見又は要望とする事項 措置した内容 

円滑かつ適正な事務執行を担保してまいりま

す。 
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様式10－１ 

監査の結果に係る措置通知書 

 

監査対象部局 
 総合政策部 創生推進課 

（いわき市シティセールス推進協議会負担金） 

監 査 の 種 類  令和７年度 行政監査（７監第101号 令和８年３月27日報告） 

措置を講じた者  いわき市長 

通知を受けた日  令和８年６月 15 日 

 

指摘一覧 措置通知日 

意見又は要望とする事項 

 １ 負担金支出及び負担金額算定の根拠について 
令和８年 

６月15日 

 ２ 団体の会計規程等の整備について 
令和８年 

６月15日 
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意見又は要望とする事項 措置した内容 

１ 負担金支出及び負担金額算定の根拠につ

いて 

  いわき市シティセールス推進協議会会則

に「本会の事業に必要な経費は、会費、交付

金、負担金、補助金、委託料、寄付金、その

他の収入をもって充てる。」とあるが、負担

金を支出する構成団体やその負担金額の算

定方法について、当該会則や関連文書におい

ても明確にされていない。 

団体へ公金を支出するにあたっては、団体

の設立趣旨や目的を踏まえ、構成団体各々の

役割や負担などを明確にすることは基本的

なことであり、会則や関連文書において、負

担金を支出する構成団体やその負担金額の

算定方法について明らかにすべきと考える。 

 

２ 団体の会計規程等の整備について 

団体の会計や契約等に関する規程等は整

備されていない。明文化されていないが、市

の規程に準じて処理をしている。 

  団体事務の責任の所在を明確にするとと

もに、不正やミスを防止する観点から、決裁

や会計に関する事項を規程等において明ら

かにすべきと考える。なお、構成団体の規程

等を準用する場合であっても、その旨を明ら

かにすべきと考える。 

 

 

 

負担金を支出する構成団体及びその負担金

額の算定方法の明確化にあたっては、本会が官

民連携の合議体であることを踏まえると、各年

度の事業内容や構成団体の役割分担等を総合

的に勘案した上で、総会において協議・決定す

ることが、団体の設立趣旨に沿った最も適正か

つ柔軟な手法であると判断しています。 

本会会則に次のとおり規定を追加した改正

を令和８年度中に実施いたします。 

「第８条第２項 負担金の額及び算定方法は、

本会の事業内容、役割分担その他の事情を

勘案し、総会の議決をもって定める。」 

 

 

 

団体事務の執行および責任の所在が事務局

にあることを明確にし、また、支出に当たっ

ての決裁の手続きを明確にするため、本会会

則に次のとおり規定を追加した改正を令和８

年度中に実施いたします。 

「第８条第３項 本会の会計事務及び契約事

務は、事務局において処理する。」 

「第８条第４項 支出に当たっては、事務局

において内容を確認の上、会長又はその指定

する者の決裁を受けるものとする。」 

なお、事業毎に構成団体の会計事務等を踏

まえた上で対応することができるよう、特定

の規程の準用は明記しておりませんが、原則

は事務局を担う本市の手続等に準ずるととも

に、本改正による決裁手続の明確化により、

円滑かつ適正な事務執行を担保してまいりま

す。 

 

 

9



 

様式10－１ 

監査の結果に係る措置通知書 

 

監査対象部局 
 農林水産部 林業振興課 

 （磐城流域いわき地区林業活性化センター負担金） 

監 査 の 種 類  令和７年度 行政監査（７監第101号 令和８年３月27日報告） 

措置を講じた者  いわき市長 

通知を受けた日  令和８年６月５日 

 

指摘一覧 措置通知日 

意見又は要望とする事項 

 １ 負担金支出及び負担金額算定の根拠について 
令和８年 

６月５日 

 ２ 負担金額と繰越金との関係について 
令和８年 

６月５日 

 ３ 団体の会計規程等の整備について 
令和８年 

６月５日 
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意見又は要望とする事項 措置した内容 

１ 負担金支出及び負担金額算定の根拠につ

いて 

磐城流域いわき地区林業活性化センター

規約に「会員は、毎年総会で定める負担金を

納入しなければならない」とされており、総

会において事業計画に沿った負担金額が決

定されているが、負担金額の算定方法につい

て、当該規約や関連文書においても明確にさ

れていない。 

団体へ公金を支出するにあたっては、団体

の設立趣旨や目的を踏まえ、構成団体各々の

役割や負担などを明確にすることは基本的

なことであり、規約や関連文書において、負

担金額の算定方法について明らかにすべき

と考える。 

 

２ 負担金額と繰越金との関係について 

翌年度への繰越金が市の負担金額を大幅

に上回っている状況が複数年発生している

ものの、負担金の減額等についての検討がさ

れていなかった。 

翌年度の市の負担金額は、前年度からの繰

越金を考慮して減額するなどの対応を検討

すべきと考える。 

 

３ 団体の会計規程等の整備について 

団体の会計や契約等に関する規程等は整

備されていない。明文化されていないが、支

払い事務については、事務局であるいわき森

林組合の理事長決裁により行われている。 

団体事務の責任の所在を明確にするとと

もに、不正やミスを防止する観点から、決裁

や会計に関する事項を規程等において明ら

かにすべきと考える。なお、構成団体の規程

等を準用する場合であっても、その旨を明ら

かにすべきと考える。 

 

 

 

 令和８年５月13日開催の総会において、「磐

城流域いわき地区活性化センター負担金規

程」が制定され、負担金額の算定方法につい

て規定されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 令和８年度においては、前年度からの繰越

金を考慮して、市の負担金が減額されること

となり、令和８年５月13日開催の総会におい

て議決されました。 

 

 

 

 

 

 令和８年５月13日開催の総会において、「磐

城流域いわき地区林業活性化センター会計規

程」及び「磐城流域いわき地区林業活性化セ

ンター委託契約取扱規程」が制定されまし

た。 
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様式10－１ 

監査の結果に係る措置通知書 

 

監査対象部局 
 産業振興部 産業みらい課 

（いわきバッテリーバレーフェスタ運営負担金） 

監 査 の 種 類  令和７年度 行政監査（７監第101号 令和８年３月27日報告） 

措置を講じた者  いわき市長 

通知を受けた日  令和８年６月 15 日 

 

指摘一覧 措置通知日 

意見又は要望とする事項 

 １ 負担金支出及び負担金額算定の根拠について 
令和８年 

６月15日 

 ２ 団体の会計規程等の整備について 
令和８年 

６月15日 
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意見又は要望とする事項 措置した内容 

１ 負担金支出及び負担金額算定の根拠につ

いて 

いわきバッテリーバレーフェスタ実行委

員会規約に、会計に関する規定はなく、また、

負担金を支出する構成団体及びその負担金

額の算定方法について、当該規約や関連文書

においても明確にされているものはない。 

なお、令和７年度の設立に合わせて策定さ

れたいわきバッテリーバレー実現地域連携

協議会規約では、「負担金は構成団体が負担

し、構成団体が負担すべき額は、事業計画及

び予算案を会議に付し協議のうえ決定す

る。」と規定されているが、負担金額の算定

方法やその考え方については、関連文書にお

いても明確にされていない。 

団体へ公金を支出するにあたっては、団体

の設立趣旨や目的を踏まえ、構成団体各々の

役割や負担などを明確にすることは基本的

なことであり、規約や関連文書において、負

担金を支出する構成団体の負担金額の算定

方法について明らかにすべきと考える。 

 

 

２ 団体の会計規程等の整備について 

団体の会計や契約等に関する規程等は整

備されていない。明文化されていないが、機

構の事務手続きに準じて処理をしている。 

  団体事務の責任の所在を明確にするとと

もに、不正やミスを防止する観点から、決裁

や会計に関する事項を規程等において明ら

かにすべきと考える。なお、構成団体の規程

等を準用する場合であっても、その旨を明ら

かにすべきと考える。 

 

 

 

協議会が官民連携の合議体である性格上、

各年度の事業の目的や性質に応じ、官民の役

割分担と負担責任を勘案しつつ、協議の上で

負担金額を決定するという現行のプロセス

が、協議会の運営上、最も柔軟かつ適切な手

法であると判断していることから、負担金額

算定の根拠（負担金額や割合）を規約等に明

確に規定することは、同協議会の目的や仕組

みに鑑みて、円滑な事業執行の妨げとなる恐

れがあると考えています。 

 負担金額の算定方法については、協議会規

約第12条第２項に「構成団体が負担すべき額

は、事業計画及び予算案を会議に付し協議の

うえ決定する。」と規定しているところです

が、これまで、市における予算措置と、協議

会における次年度の事業計画の審議が並行し

て行われてきたことから、今後は、協議会に

おける事業計画の審議を経た上で市の予算措

置を講じるよう、事務の改善を図り、より適

切な負担金の執行体制を整えて参ります。 

 

 

 指摘を踏まえ、協議会に諮りながら、協議

会の会計規定等を、今年度内に新たに設ける

方向で検討を進めます。 
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様式10－１ 

監査の結果に係る措置通知書 

 

監査対象部局 
 産業振興部 産業みらい課 

（いわき風力産業推進協議会負担金） 

監 査 の 種 類  令和７年度 行政監査（７監第101号 令和８年３月27日報告） 

措置を講じた者  いわき市長 

通知を受けた日  令和８年６月 15 日 

 

指摘一覧 措置通知日 

意見又は要望とする事項 

 １ 負担金支出及び負担金額算定の根拠について 
令和８年 

６月15日 

 ２ 事業実績及び効果の検証について 
令和８年 

６月15日 

 ３ 団体の会計規程等の整備について 
令和８年 

６月15日 
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意見又は要望とする事項 措置した内容 

１ 負担金支出及び負担金額算定の根拠につ

いて 

いわき風力産業推進協議会規約に会計に

関する規定はなく、また、負担金を支出する

構成団体及びその負担金額の算定方法につ

いて、当該規約や関連文書においても明確に

されているものはない。 

負担金額については総会で決定されてい

るが、具体的な根拠は明らかにされていな

い。 

団体へ公金を支出するにあたっては、団体

の設立趣旨や目的を踏まえ、構成団体各々の

役割や負担などを明確にすることは基本的

なことであり、規約や関連文書において、負

担金を支出する構成団体やその負担金額の

算定方法について明らかにすべきと考える。 

 

 

 

 

 

２ 事業実績及び効果の検証について 

視察やイベントの出展といった事業の全

てが事務職員のみでの参加であり、構成団体

からの参加が見られなかった。 

構成団体の委員等へ視察等の機会を提供

することも必要であり、事業の実施にあたっ

ては、事務局職員以外も参加できるような仕

組みを検討すべきと考える。 

 

 

 

 

３ 団体の会計規程等の整備について 

団体の会計や契約等に関する規程等は整

備されていない。明文化されていないが、旅

費の支出に関しては市旅費規程に準じて処

理をしている。 

 

 

協議会は官民連携の合議体であり、本来は

民間負担を求めるべきところですが、現在は

新産業創出の黎明期にあり、民間企業の利益

に直結する段階にないことから、行政主導で

取組を進めています。 

現状を踏まえ、負担金を支出する構成団体

及び算定方法について、今年度内に規約に規

定します。 

また、負担金額の算定方法については、「事

業計画及び予算案を会議に付し協議のうえ決

定する」こととし、今年度内に規約に規定す

るとともに、これまで、市における予算措置

と、協議会における次年度の事業計画の審議

が並行して行われてきたことから、今後は、

協議会における事業計画の審議を経た上で市

の予算措置を講じるよう、事務の改善を図

り、より適切な負担金の執行体制を整えて参

ります。 

 

 

視察やイベントへの出展につきましては、

これまでも委員への参加を促してきました

が、委員の都合により欠席となり、結果的

に、令和５年度以降は事務局職員のみの参加

に留まっている状況です。 

 今後につきましては、年度当初の全体会議

など早い段階で日程の共有を図るとともに、

委員の参加が叶わない場合には代理参加を促

すなど、事務局職員以外も積極的に参加でき

るような仕組みづくりに努めて参ります。 

 

 

指摘を踏まえ、協議会に諮りながら、協議

会の会計規定等を、今年度内に新たに設けま

す。 
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意見又は要望とする事項 措置した内容 

  団体事務の責任の所在を明確にするとと

もに、不正やミスを防止する観点から、決裁

や会計に関する事項を規程等において明ら

かにすべきと考える。なお、構成団体の規程

等を準用する場合であっても、その旨を明ら

かにすべきと考える。 
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様式10－１ 

監査の結果に係る措置通知書 

 

監査対象部局 
 観光文化スポーツ部 観光振興課 

（いわき観光まちづくりビューロー負担金） 

監 査 の 種 類  令和７年度 行政監査（７監第101号 令和８年３月27日報告） 

措置を講じた者  いわき市長 

通知を受けた日  令和８年６月 15 日 

 

指摘一覧 措置通知日 

意見又は要望とする事項 

 １ 負担金支出及び負担金額算定の根拠について 
令和８年 

６月15日 

 ２ 歳出科目について 
令和８年 

６月15日 
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意見又は要望とする事項 措置した内容 

１ 負担金支出及び負担金額算定の根拠につ

いて 

市観光まちづくりビジョンにおいて、いわ

き市は「連携」の立場であり、具体的な連携

内容として財政的支援が位置づけられてお

り、一般社団法人いわき観光まちづくりビュ

ーロー定款に「この法人の資産は、次に掲げ

るものをもって構成する。」「(１)会費、補

助金、負担金及び委託金」とされているが、

負担金額の算定方法について、当該規約や関

連文書においても明確にされていない。 

負担金額は、総会で決定されているが、具

体的な根拠は明らかにされていない。 

団体へ公金を支出するにあたっては、関係

する団体や機関など各々の役割や負担など

を明確にすることは基本的なことであり、定

款や関連文書において、負担金額の算定方法

について明らかにすべきと考える。 

 

２ 歳出科目について 

負担金として支出しているが、所管課にお

いては補助金等交付規則に準じて事務処理

を行っているなど、補助金との区別が曖昧で

ある状況が見受けられた。 

公金である負担金の支出にあたっては、透

明性が求められることから、支出の性質を検

証し、適切な分類のもと対応すべきと考え

る。 

 

 

 

 

 

 負担金の算定方法については、公金支出に

対する透明性の確保とともに、一般社団法人

いわき観光まちづくりビューロー（以下「ビ

ューロー」という。）の財務基盤の安定性を確

保し主体的な取組みを支援する観点から、令

和９年度からビューロー総会及び理事会で、

費目や所要額等を明示し、承認を得ることに

より客観性を担保します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 国の「観光地域づくり法人の登録制度に関

するガイドライン」においては、行政がＤＭ

Ｏ（ビューロー）に対する安定財源として、

具体的な使途が決まっていない交付金や負担

金を財政支援することが求められています。 

このため、引き続き、ビューローの業務執

行を担う理事として、緊密な連携を図り役割

分担をしながら、一体的に観光まちづくりの

目標を目指すため、負担金として支出してい

きます。 
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様式10－１ 

監査の結果に係る措置通知書 

 

監査対象部局 
 観光文化スポーツ部 交流推進課 

 （いわきスポーツ・サイクルツーリズム推進協議会負担金） 

監 査 の 種 類  令和７年度 行政監査（７監第101号 令和８年３月27日報告） 

措置を講じた者  いわき市長 

通知を受けた日  令和８年６月 15 日 

 

指摘一覧 措置通知日 

是正改善を要する事項 

 

１ 団体と市の事務の明確化について 

市の事務と団体事務が区分して管理されておらず、書類が同じ簿冊に綴

られていた。 

令和８年 

６月15日 

意見又は要望とする事項 

 １ 負担金支出及び負担金額算定の根拠について 
令和８年 

６月15日 

 ２ 事業実績及び効果の検証について 
令和８年 

６月15日 

 

３ 団体の会計規程等の整備について 
令和８年 

６月15日 

４ 歳出科目について 
令和８年 

６月15日 
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是正改善を要する事項 措置した内容等 

１ 団体と市の事務の明確化について 

市の事務と団体事務が区分して管理され

ておらず、書類が同じ簿冊（いわきスポーツ・

サイクルツーリズム推進協議会関係書）に綴

られていた。 

  市と協議会事務局の事務を明確に切り分

け、適切に事務を執行すべきである。 

 

 

〔指摘事項が発生した原因〕 

 同一職員が、市の事務と協議会の事務を担当

しており、誤って書類を混同してしまったもの

です。 

 

〔是正措置を講じた内容〕 

混合していた各書類について、市の事務と協

議会の事務を適切に区分し、綴り直しました。 

 

〔改善措置を講じた内容〕 

 市の事務を担当する職員と協議会の事務を

担当する職員を明確に分けた体制とし、事務を

執行することとしました。 
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意見又は要望とする事項 措置した内容 

１ 負担金支出及び負担金額算定の根拠につ

いて 

いわきスポーツ・サイクルツーリズム推進

協議会規約に「協議会の経費は、負担金、補

助金、協賛金、参加料及びその他の収入をも

って充てる。」とあるが、負担金を支出する

構成団体やその負担金額の算定方法につい

ては、当該規約や関連文書においても明確に

されていない。 

負担金額については総会で決定されてい

るが、具体的な根拠は明らかにされていな

い。 

団体へ公金を支出するにあたっては、団体

の設立趣旨や目的を踏まえ、構成団体各々の

役割や負担などを明確にすることは基本的

なことであり、規約や関連文書において、負

担金を支出する構成団体やその負担金額の

算定方法について明らかにすべきと考える。 

 

２ 事業実績及び効果の検証について 

事業費が、ほぼ構成団体への委託費であっ

た。 

負担金が充当される団体の主な事業費は、

構成団体への委託であり、一部の業務委託仕

様書においては、業務進捗状況の報告や定期

的な打合せを実施主体である協議会ではな

く市と行うこととされていた。市が当該協議

会を介し業務委託を行う必要があるのか検

討すべきと考える。 

 

 

 

３ 団体の会計規程等の整備について 

団体の会計や契約等に関する規程等は整

備されていない。明文化されていないが、市

財務規則等に準じて処理をしている。 

  団体事務の責任の所在を明確にするとと

もに、不正やミスを防止する観点から、決裁

 

 

公金支出に対する透明性を確保するととも

に、協議会の財務基盤の安定性を確保し主体

的な取組みを支援する観点から、令和９年度

より協議会総会で、従来からの「収支予算

書」を補足する資料として、負担金を支出す

る構成団体やその算定方法、負担金額を明示

した書面を添付し、承認を得ることにより客

観性を担保します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業費のうち、業務委託に相当する部分に

ついては、特定分野で専門性を有する産学官

民10団体で構成される協議会を介することに

より、複数の専門的視点を踏まえた事業の遂

行がなされていることから、引き続き、負担

金として対応していきます。 

なお、協議会で作成した一部の業務仕様書

において報告先が市とされていた点について

は、市の文書を参考に作成した際の修正漏れ

であり、令和７年度から既に是正していま

す。 

 

 

協議会の規約において、団体の会計・契約

事務等について、令和８年５月27日に市の財

務規則等に準じて執行していくことが明記さ

れたところです。 

 

21



 

意見又は要望とする事項 措置した内容 

や会計に関する事項を規程等において明ら

かにすべきと考える。なお、構成団体の規程

等を準用する場合であっても、その旨を明ら

かにすべきと考える。 

 

４ 歳出科目について 

負担金として支出しているが、所管課にお

いては補助金等交付規則に準じて事務処理

を行っているなど、補助金との区別が曖昧で

ある状況が見受けられた。 

公金である負担金の支出にあたっては、透

明性が求められることから、支出の性質を検

証し、適切な分類のもと対応すべきと考え

る。 

 

 

 

 

 

 

 

協議会は地域資源を活用しスポーツ団体・

民間企業・行政等との共創により、スポーツ

を通じて地域の活力を引き出し、持続可能な

まちづくりを目指しています。 

協議会の構成団体の一員として、引き続き

緊密な連携を図り役割分担をしながら、この

主体的な取組みを支援する観点から、負担金

として支出していきます。 
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様式10－１ 

監査の結果に係る措置通知書 

 

監査対象部局 
 観光文化スポーツ部 交流推進課 

 （スポーツによる人・まちづくり推進協議会負担金） 

監 査 の 種 類  令和７年度 行政監査（７監第101号 令和８年３月27日報告） 

措置を講じた者  いわき市長 

通知を受けた日  令和８年６月 15 日 

 

指摘一覧 措置通知日 

是正改善を要する事項 

 
１ 団体と市の事務の明確化について 

施設の使用申請を、協議会ではなく市が行っている事例が見受けられた。 

令和８年 

６月15日 

意見又は要望とする事項 

 １ 負担金支出及び負担金額算定の根拠について 
令和８年 

６月15日 

 ２ 団体の会計規程等の整備について 
令和８年 

６月15日 

 ３ 歳出科目について 
令和８年 

６月15日 
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是正改善を要する事項 措置した内容等 

１ 団体と市の事務の明確化について 

施設の使用申請を、協議会ではなく市が行

っている事例が見受けられた。 

  市と協議会の区別を明確にし、使用者が申

請すべきである。 

 

 

〔指摘事項が発生した原因〕 

協議会主催の事業について、市が協議会事務

局として施設の使用申請を行うべきところ、誤

って市として施設の使用申請を行ってしまっ

たものです。 

 

〔是正措置を講じた内容〕 

 令和６年度の施設使用申請であり、遡って申

請内容を訂正することはできません。 

 

〔改善措置を講じた内容〕 

本件取扱いを行ってしまったことについて、

協議会事務局と情報共有し、今後、協議会事務

局から申請を行う場合の手続き等について確

認しました。 
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意見又は要望とする事項 措置した内容 

１ 負担金支出及び負担金額算定の根拠につ

いて 

スポーツによる人・まちづくり推進協議会

規約に「本会の経費は、拠出金、補助金、参

加費及びその他の収入をもって充てる。」と

あるが、負担金を支出する構成団体やその負

担金額の算定方法については、当該規約や関

連文書においても明確にされていない。 

負担金額については、総会で決定されてい

るが、具体的な根拠は明らかにされていな

い。 

団体へ公金を支出するにあたっては、団体

の設立趣旨や目的を踏まえ、構成団体各々の

役割や負担などを明確にすることは基本的

なことであり、規約や関連文書において、負

担金を支出する構成団体やその負担金額の

算定方法について明らかにすべきと考える。 

 

２ 団体の会計規程等の整備について 

団体の会計や契約等に関する規程等は整

備されていない。明文化されていないが、事

務局である商工会議所の「金銭出納規程」に

準じて処理をしている。 

  団体事務の責任の所在を明確にするとと

もに、不正やミスを防止する観点から、決裁

や会計に関する事項を規程等において明ら

かにすべきと考える。なお、構成団体の規程

等を準用する場合であっても、その旨を明ら

かにすべきと考える。 

 

３ 歳出科目について 

負担金として支出しているが、所管課にお

いては補助金等交付規則に準じて事務処理

を行っているなど、補助金との区別が曖昧で

ある状況が見受けられた。 

公金である負担金の支出にあたっては、透

明性が求められることから、支出の性質を検

証し、適切な分類のもと対応すべきと考え

 

 

公金支出に対する透明性を確保するととも

に、協議会の財務基盤の安定性を確保し主体

的な取組みを支援する観点から、令和９年度

より協議会総会で、従来からの「収支予算

書」を補足する資料として、負担金を支出す

る構成団体やその算定方法、負担金額を明示

した書面を添付し、承認を得ることにより客

観性を担保します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

協議会の会計処理等にあたっては、事務局

である商工会議所の規程に準じて適切に行わ

れてきたものと認識しています。 

今後におきましては、協議会と連携し、令

和８年度中に会計規程を整備します。 

 

 

 

 

 

 

 

 協議会は市民のスポーツへの興味や関心を

高めるとともに、いわきＦＣホームタウンと

しての機運醸成を図りながら、スポーツを通

じたまちづくりを目指しています。 

協議会の構成団体として、引き続き緊密な

連携を図り役割分担をしながら、この主体的

な取組みを支援する観点から、負担金として
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意見又は要望とする事項 措置した内容 

る。 

 

支出していきます。 
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